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It takes many years to recover the initial investment cost for installing housing insulation through savings from energy reduction 
(Energy Benefit: EB), since construction cost is very high in Japan. This long payback time is the major barrier to the promotion of 
well-insulated houses. However, it has been found that if Non-Energy Benefits (NEB) of well insulated houses, such as improvement in 
personal health, reduction of medical expenses and decline in absences from work are all taken into account, the time required to 
recover the initial investment cost would change from 29 to 16 years. Therefore recognition of NEB is expected to encourage residents 
to invest in residential thermal insulation. NEB of well-insulated houses are thus evaluated regarding human health in this study. 
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1. はじめに 

世界的に地球温暖化が問題になる中、住宅部門では温室効果ガス

の排出要因であるエネルギー消費を抑制するために、住宅の断熱・

気密性能の向上が求められている。しかし、断熱・気密性能の向上

には初期投資として高額な工事費用が必要であり、省エネルギーに

よる光熱費削減という直接的便益（Energy Benefits：以下、EB）

のみでは新築でも投資回収に長期間を要する。そのため、平均耐用

年数が短い日本の住宅において、EB だけでは断熱・気密性能向上

への投資を促すインセンティブとして不十分なのが現状である。 
 その一方、住宅の断熱・気密性能の向上は室内の温熱環境の改善

にもつながるため、寒さに起因する疾病等を予防し居住者の健康を

維持するという省エネルギー以外の間接的便益（Non-Energy 
Benefits：以下、NEB）を期待することができる。住宅の高断熱・

高気密化を、単なる省エネルギーや光熱費削減のためだけでなく、

健康維持がもたらす NEB を得るための投資として捉えることは、

大きなインセンティブになると考えられる。このため、NEB を明確

化することは極めて重要といえる。そこで著者らは、高断熱・高気

密住宅の居住者へのアンケート調査に基づき、居住者のさまざまな

疾病における改善率を定量化した上、健康維持がもたらす NEB に

ついて金額換算することを試みてきた 1),2),3),4)。今回、結果の精度

を向上させるため新たに大規模なアンケート調査を行った 5)。本報

ではこれを基に、NEB を評価した。更に、EB だけでなく健康維持

がもたらす NEB を鑑みた場合の投資回収年数を評価し、高断熱・

高気密住宅へ投資することの経済効果について新しい知見を明示し

て考察する。 

 
2.  住宅の断熱・気密性能向上がもたらす健康維持効果の定量化 

2.1 健康維持効果に関するアンケート調査の概要 

断熱・気密性能と健康の関係は、各国の様々な既往研究で示され

てきた。例えば、ニュージーランドにおいては 2001 年から地元組

織を通して各コミュニティから 200 世帯ずつ希望者を募集し、大規

模な介入実証実験が行われた。断熱改修を行った住宅と行なってい

ない住宅における室内快適性と居住者の健康状態（風邪、不眠など）

の差異を定量的に調査し、住民の欠勤が減少し、主観的な健康感が

向上したことを示している 6)。日本においても、断熱・気密性能向

上によって様々な疾病が防止される傾向にあることが示されている

7)。吉野らは、東北地方を中心に高断熱・高気密住宅を対象とした

アンケート調査を実施し、室内温熱環境の改善により、風邪や肩こ
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りなどの症状が改善され、居住者の健康にとって良い影響を示す効

果を得ている 8),9)。また羽山らは、人口動態統計を用いて、全国の

死亡数と気象データと対応付けて関連性を分析し、冬期において自

宅内で心疾患、脳血管疾患による死亡の危険性が増加することを示

した 10),11)。しかし、断熱・気密性能向上の NEB を評価するには、

高断熱・高気密住宅に転居した人に対して、大規模な調査を行い、

網羅的に疾病の改善率を定量化することが必要となる。そこで、著

者らは 2009 年 11 月から 2010 年 1 月にかけて、戸建住宅への転居

経験者を対象に、様々な種類の疾病について転居前後における有病

状況の変化を問う全国的なアンケート調査を実施した(表 1、図 1)5),
注 1)。このアンケート調査結果に基づき、住宅の断熱・気密性能の向

上による居住者の各種疾病の改善率について分析することで健康維

持効果を定量化した。アンケート調査の回答は、5,500 軒、19,164
人から得られた。回答者の男女比はほぼ 1:1 で、年代は 10 歳代未

満、30 歳代、40 歳代の割合が大きかったものの、ほぼ全ての年代

から回答が得られた。得られた回答から、以下の 3 つの基準で分析

対象として 10,257 人を選定した。 
基準①：転居時期 

2009 年竣工の住宅に居住している者は、温熱環境に起因する健康

への影響の最も生じ易い暑熱期、厳寒期を新居で経験していないこ

とから、今回の分析対象から除外した。また、築年数の長い住宅に

居住している場合も家族構成の変化、加齢による疾病の自然発症の

可能性が大きくなるため、最新の住宅省エネルギー基準が定まった

1999 年より前に建設された住宅に居住する者も分析対象から除外

した（i.e. 1999 年～2008 年に転居した人を対象とした）。 
基準②：転居前の住宅の種類 
 住宅の断熱・気密性能の向上による健康影響を評価するため、集

合住宅から戸建住宅への転居者は除外し、戸建住宅から戸建住宅に

転居をした世帯のみを分析対象とした。これは、集合住宅は一般的

に戸建住宅より断熱・気密性能が高いためである。転居前の住宅の

断熱水準については、アンケート調査で質問していないものの、断

熱水準別の新築戸建住宅の着工状況を鑑みると基本的に大半が無断

熱、もしくは昭和 55 年基準相当の断熱水準と想定される。 
基準③：転居後の住宅の断熱水準 

転居後の住宅の断熱水準が、国が定める最新の住宅の省エネルギ

ー基準である次世代省エネルギー基準（以下、平成 11 年基準）以

上と評価できる住宅を選定した注 2)。一般的に住宅の断熱水準を居住

者が認知しているケースは少ないことから、寒冷地（省エネルギー

基準のⅡ地域以北）、温暖地（省エネルギー基準のⅢ地域以南）に分

け、熱流出入に大きな影響を及ぼし、かつ視認が可能なサッシの種

類とガラスの枚数を用いて断熱水準を判断した（表 2）。 
 

2.2 健康維持効果に関するアンケート調査の結果 

アンケート調査の結果、住宅の断熱・気密性能の向上により、さ

まざまな疾病の改善が定量的に示された。本研究では、その中でも

医療機関での受診を必要とし、厚生労働省の統計データで扱われて

いるアレルギー性鼻炎、アレルギー性結膜炎、高血圧性疾患、アト

ピー性皮膚炎、気管支喘息、関節炎、肺炎、糖尿病、心疾患、脳血

管疾患の 10 の疾病を評価した。本研究では、転居前の住宅で有し

ていた疾病が転居後になくなったと回答した人の割合を、疾病 x に

対する改善率 ⊿px[-] として評価した。 

)()( /1 beforexafterxx ppΔp −=      …(1) 

xΔp :疾病 x に対する改善率[-] 

px(before): 疾病 x の転居前の有病率[-] 
px(after): 疾病 x の転居後の有病率[-] 

 
 

図 2 に、転居前（無断熱、或いは昭和 55 年基準の住宅）と転居

表 1 断熱・気密性能の向上による健康維持効果に関する 
   アンケート調査の概要 5) 

調査手法 インターネットアンケート 
調査時期 2009/11～2010/1 
地域 全国 
回答数 19,164 人（うち分析対象者は 10,257 人）  

10歳未満

21%
10歳代

12%

20歳代

4%

30歳代

26%

40歳代

20%

50歳代

7%
60歳以上

10%

男性

50%
女性

50%

 
図 1 断熱・気密性能の向上による健康維持効果に関する 

アンケート調査の回答者属性 5) 

 

表 2 断熱水準の評価基準 5) 
 地域 サッシ種類 ガラス枚数 断熱水準 

温暖地

ア ル ミ
1 昭和 55 年基準 
2 平成 4 年基準 

樹 脂
2 

平成 11 年基準以上 3 
木 2 枚以上 

寒冷地

ア ル ミ
1 無断熱 
2 昭和 55 年 

樹 脂
2 平成 4 年基準 
3 

平成 11 年基準以上 
木 2 枚以上 

0
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アレルギー性結膜炎(33%)

高血圧性疾患(33%)

アトピー性皮膚炎(59%)

気管支喘息(70%)

関節炎(68%)

肺炎(62%)

糖尿病(71%)

心疾患(81%)

脳血管疾患(84%)
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肺炎(62%)

糖尿病(71%)

心疾患(81%)

脳血管疾患(84%)

有
病
率[

%]

()内は改善率を示す
 

図 2 断熱・気密性能の向上による疾病有病率の変化と改善率 5)  
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後の住宅（平成 11 年基準を満たす住宅）での各疾病の有病率と(1)
式より算出した改善率を示す。その結果、10 の疾病全てにおいて、

改善傾向が明らかとなった。 
 

3. 健康維持効果がもたらす NEB の金額換算 

 前章では、住宅の断熱・気密性能を向上させることで、居住者の

有病率が低下することを明らかにした。本章では、この健康維持効

果がもたらす NEB を金額換算する。本研究では、アンケートにお

ける転居前の住宅を一般的な断熱・気密水準（無断熱、もしくは旧

基準）であると仮定し、疾病による損失のうち住宅の断熱・気密性

能の向上によって損失が軽減される分を、NEB として定義した（図

3）注 3)。ここで、疾病による損失とは、治療の際に個人が負担する

医療費と休業による所得損失(以下、所得損失)の合計とした。した

がって、高断熱・高気密住宅の健康維持がもたらす NEB は前章で

求めた疾病 x に対する改善率⊿px[-]を用いて次の(2)式で評価される。 

( ){ }∑ ×Δ××+=
x

xxxx apPfmNEB        …(2) 

NEB :高断熱・高気密住宅の 1 世帯あたりの NEB[円/年・世帯] 

xm :疾病 x の有病による 1 人あたりの医療費[円/年・人]  

xf :疾病 x の有病による 1 人あたりの所得損失[円/年・人] 

xP :疾病 x の有病率[-] 

a :1 世帯当たりの構成人数[人/世帯] 
 
 (2)式における有病率 Px[-]は、一般的な断熱水準の住宅における居

住者の疾病 x の有病率を表す。本研究ではこれを全国平均の値であ

ると仮定して、総人口に対する有病者数として下記の(3)式で求めた。 
RrP xx /=          …(3) 

xr :国内における疾病 x の有病者数[人] 

R:総人口 [人] 
 
 また疾病 x による 1 人当たりの医療費 mx[円/年・人]は、(4)式に示

すように疾病 x の治療に要した国内の医療費総額を、国内の有病者

数 rx[人]で除することによって求めた。 

xxx rMm /=                             …(4) 

Mx :国内における疾病毎の医療費総額[円/年] 
  

一方、疾病 x による所得損失 fx[円/年・人]に関しては、下記の(5)
式で求めた。国内における疾病 x の延べ診療日数 Dx[日・人/年]を国

内の有病者数 rx[人]で除することによって、患者 1 人当たりに要す

る診療日数を求めた。更に、診療した日は一切の仕事をせず休業し

たと仮定して、これに 1 人 1 日当たりの所得 F[円/日・人]を乗じる

ことで算出した注 4)。 

FrDf xxx ×= /                                  …(5) 

Dx :国内における疾病 x の延べ診療日数[日・人/年] 
F : 1 人 1 日当たりの所得[円/日・人] 
 
 (3),(4),(5)式を(2)式に代入すると、高断熱・高気密住宅の 1 世帯

当たりの NEB [円/年・世帯]は以下の(6)式として求められる。 
ただし、F’ は 1 世帯 1 日当たりの所得[円/日・世帯]を表し、世

帯全員の『1 人 1 日当たりの所得 F[円/日・人]』の合計値を世帯当

たりの所得とした。 

( ) ( ){ }∑ ×Δ×××+=
x

xxxxxx apRrrFDrMNEB  

( ){ }∑ ×Δ××+=
x

xxx apRFDM  

( ){ }∑ Δ×′×+×=
x

xxx pRFDaM       …(6) 

F’ :1 世帯 1 日当たりの所得[円/日・世帯] 
 

各パラメーターの引用文献や算出方法について以下に概説し、高

断熱・高気密住宅の健康維持がもたらす NEB を算出する。 
 
3-1.  医療費に関わるパラメーターの算出 

(1) 疾病毎の医療費総額 

国内における疾病毎の医療費総額 Mx[円/年]の算出に当たっては、

厚生労働省が発表する「社会医療診療行為別調査」における国内の

ひと月当たりの医療総点数の数値を使用した 12)。この調査は、各都

道府県の社会保険診療報酬支払基金支部、及び国民健康保険団体連

合会において審査決定された、全国健康保険協会管掌健康保険、組

合管掌健康保険、国民健康保険、後期高齢者医療制度の医科診療及

び歯科診療の診療報酬明細書、調剤報酬明細書を対象としている。

データは、後述の世帯人数の引用文献との年度による違いを防ぐた

め、2008 年度値を採用した。このデータは、2008 年度 6 月審査分

の一ヶ月間の点数を計上してある注 5)。点数とは診療報酬点数表に基

づき、各医療機関が診療費を算出するためのものであり、1 点=10
円として計算され、3 割が自己負担する分となる 13),14),注 6)。以上か

ら、国内における疾病毎の医療費総額 Mx[円/年]を以下の式で求めた。 

年]/円[xM ][3.0]/[10]/[12]/[ −×××= 点円年月月点xMM …(7) 
 

MMx : 国内における一月当たりの医療総点数[点/月] 

一般的な住宅における

疾病による損失

一般住宅 高断熱・高気密住宅

高断熱・高気密住宅の

1世帯あたりのNEB

高断熱・高気密住宅に

おける損失

全
疾
病
に
よ
る
損
失

[

円
／
年
・
世
帯]

[円/年・世帯]

( ){ }∑ ××+
x

xxx aPfm ( ){ }∑ ×Δ××+
x

xxxx apPfm

[円/年・世帯]

  
図 3 断熱・気密性能の向上による 

健康維持がもたらす NEB の算出方法（一年あたり） 
 

表 3 健康維持効果に関するアンケート調査の疾病項目と 
社会医療診療行為別調査の中分類との対応 

アンケート調査項目 社会医療診療行為別調査の分類 
心疾患 虚血性心疾患およびその他心疾患 

脳血管疾患 
くも膜下出血、脳内出血、脳梗塞、

脳動脈硬化(症)、その他の脳血管疾患

高血圧 高血圧性疾患 
糖尿病 糖尿病 
気管支喘息 ぜん息 
アトピー性皮膚炎 皮膚炎及び湿疹 
肺炎 肺炎 
関節炎 炎症性多発性関節障害 
アレルギー性鼻炎 アレルギー性鼻炎 
アレルギー性結膜炎 結膜炎 
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 なお、健康維持効果に関するアンケート調査の疾病項目と社会医

療診療行為別調査の分類との対応を表 3 に示す。 
(2) 世帯人数 
 世帯人数 a[人/世帯]は、厚生労働省の発表する「平成 20 年国民生

活基礎調査」から、2008 年の世帯当たりの平均世帯員数（世帯を構

成する人員の数）の 2.63[人/世帯]を引用した 15)。 
 

3-2.  所得損失に関わるパラメーターの算出 

 (1) 疾病毎の延べ診療日数 
国内における疾病毎の延べ診療日数 Dx[日/年]の算出においては、

前述の「社会医療診療行為別調査」から一月当たりの診療実日数の

数値を使用した 12)。診療実日数とは入院では当月中の入院日数を指

し、入院外では当月中の外来、往診等で医師の診療を受けた日数を

指す。以上のパラメーターから、以下の式に基づき国内における疾

病毎の総診療日数 Dx[日/年]を求めた。 
]/[12]/[]/[ 年月月日年日 ×= xx MDD          …(8) 

MDx : 国内におけるひと月当たりの総診療実日数[日/月] 
 
(2) 世帯一日当たりの所得 

1 世帯 1 日当たりの所得 F’[円/日・世帯]は厚生労働省の発表する

「平成 20 年国民生活基礎調査」から引用した 15)。所得額により、

休業の損失には幅が生じるため、所得の階級（低所得、中所得、高

所得）毎の平均値を使用した。それぞれ 287.6、449.6、666.8[万円

/年・世帯]を引用し、これを 365[日]で除することで、1 世帯 1 日当

たりの所得 F’[円/日・世帯]を求めた。 
 

3-3.  断熱・気密性能向上による NEB の算出 

(1) 総人口 

 総人口 R[人]は、厚生労働省の発表する「平成 20 年人口動態調査」

から、2008 年度時点における、人口 125,947[千人]を使用した 16)。 

 

(2) 高断熱・高気密住宅に居住する 1 世帯あたりの NEB の算出 

以上より求めた値を(6)式に代入して、高断熱・高気密住宅に居住

する 1 世帯あたりの NEB[円/年・世帯]を算出した。この算出結果

の一例として高血圧疾患の算出方法と使用した値を表 4 に示し、便

益を疾病ごとに分けて図 4 に示す。住宅の断熱・気密性能向上によ

って心疾患、脳血管疾患が改善されることによる便益が大きいこと

がわかる。(6)式の結果として、高断熱・高気密住宅がもたらす NEB
は、中所得世帯で年間約 27,000[円/年・世帯]あることが明らかにな

った。この結果では 3-1-(1)において、自己負担率を 3 割として医療

費を求めているが、行政の負担は課税により結局各世帯に帰すると

捉え、社会的な負担も加味すると、59,000[円/年・世帯]の便益をも

たらすことになる。国内の 1 世帯当たりの年間医療費は約 67[万円/
年・世帯]であり、高断熱・高気密住宅がもたらす健康維持の便益は

その一割程度に値することが明らかになった 17), 注 7)。この便益を考

慮することで、住宅の断熱・気密性能向上の投資回収年数がどの程

短縮されるかについて次章で考察する。 
 

4. 健康維持がもたらす NEB を考慮した投資回収年数の評価 

経済性を図る尺度として、断熱・気密性能を向上させるための初

期投資の回収に要する期間を考察した。ここでは、高断熱・高気密

住宅の投資回収年数は、初期投資に EB（光熱費削減）と健康維持

がもたらす NEB の積算値が達するまでに要する年数とし、以下の

(9)式で定義した。 

NEB)EB +
=
（

ICPY       …(9) 
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図 4 高断熱・高気密住宅の疾病予防による便益（中所得世帯の場合）. 
 

表 4 予防便益の算出方法(高血圧性疾患の場合) 
項目 出典 算出方法 数値

国内における疾病毎の 
医療費総額 M 高血圧 [円/年] 

厚生労働省 
「平成 20 年社会医療診療行為別調査」 

年]/円[xM ]/[12]/[ 年月月点 ×= xMM

][3.0]/[10 −×× 点円  6.8×108

世帯当たりの構成人数 a [人/世帯] 厚生労働省「平成 20 年国民生活基礎調査」  2.6

自己負担率 [-] 厚生労働省「保険局保険課発表資料」  0.30

国内における疾病毎の 
延べ診療日数 D 高血圧 [日・人/年] 厚生労働省「平成 20 年社会医療診療行為別調査」 ]/[12]/[]/[ 年月月日年日 ×= xx MDD  7.1×106

1 世帯 1 日当たりの所得 (中所得) 
 F’[円/日・世帯] 厚生労働省「平成 20 年国民生活基礎調査」 世帯あたり年間所得÷365 日 12,000

総人口 R[人] 厚生労働省「平成 20 年人口動態調査」  1.3×108

改善率⊿p 高血圧[-] アンケート結果 )()( /1 beforeafterx ppΔp 高血圧高血圧−=  33%

高血圧予防による便益[円/世帯・年]  ( ){ }高血圧高血圧高血圧 pRFDaM Δ×′×+× 4,500
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PY: 投資回収年数[年] 
IC:断熱・気密性能の向上のための初期投資[円/世帯] 

 
(9)式における断熱・気密性能向上のための初期投資と EB の数値

を求める方法を以下に示す。ケーススタディの対象として「建築学

会標準問題モデル」に居住する平均的規模の世帯を想定した 18) ,注 8)。 
 
4-1. 断熱・気密性能向上のための初期投資費用 

平成 11 年基準の高断熱・高気密化への初期投資費用は、新築戸建

住宅については平成 11 年基準の断熱・気密住宅と一般的な住宅の

差額 100[万円/戸]とし、既存の改修については一般的な住宅を断熱

改修するための費用 200[万円/戸]とした 19)。 
 

4-2.  断熱・気密性能向上による EB  

住宅の断熱・気密性能の向上による暖冷房負荷削減効果を算定す

るために、著者らは住宅用熱負荷計算プログラム「SMASH」を用

いて、Ⅳ地域（東京など）を対象として建築学会標準住宅モデル(戸

建住宅)における熱負荷計算を行った 18),20),21)。対象とする住宅が無

断熱の場合と平成 11 年基準を満たす場合での暖冷房負荷を算出し、

暖冷房負荷の削減分にエネルギー種別家庭用暖冷房エネルギー消費

内訳、暖冷房器具の機器効率を考慮し、エネルギー種別ごとの暖冷

房エネルギー消費量に換算し、これに 2008 年度のエネルギー源別

小口、小売価格を乗じ、暖冷房費削減額を求めた 21),22)。結果、年間

一住居当たりの EB は約 35,000[円/年・世帯]であることが示された。 
 

4-3.  高断熱・高気密住宅の健康維持がもたらす NEB を考慮した 

 投資回収年数 

高断熱・高気密住宅の健康維持がもたらす NEB を考慮して、高

断熱・高気密住宅の投資回収年数を評価する。ここでは、アンケー

トの回答で得られた改善率は、新しい住宅に転居したことによるそ

の他（広さ、デザイン等）の影響も受けている可能性があり、断熱・

気密性能向上の影響だけとは断言できないため、不確実性を考えて

影響量に幅を持たせ、受ける影響を小（改善率の影響が半分）～大

（改善率の影響 2 倍）まで変化するとした。さらに、所得及び断熱・

気密性能の向上による各種疾病の有病の改善率に関して、表 5 に示

す 3 ケースについて、算出条件（ⅰ.新築か改修か、ⅱ.割引率の考

慮）を変えて計 12 ケースで評価を実施した。 
まずは便益について割引率を考慮せず、単純積算型となるとして、

図 5、表 6 に断熱・気密性能の向上による便益の積算値と投資回収

年数の関係を示す。図中の実線は、EB のみを考慮した場合と、NEB
を考慮した場合の Case1（中所得世帯、アンケート結果の改善率を

採用）の結果である。EB のみを考慮した際の断熱・気密性能向上

に対する投資回収年数は約 29 年であるのに対して、健康維持がも

たらすNEBを考慮することで投資回収年数は 16年に短縮されるこ

とが示された。さらに、Case2（高所得世帯、アンケート結果の 2
倍の改善率を採用）では 12 年にまで短縮され、Case3（低所得世帯、

アンケート結果の半分の改善率を採用）でも 22 年で投資回収が可

能となる。医療費の自己負担分以外の社会的な負担も加味した場合、

図 5 に示す点線のように、中所得世帯のケースにおいても約 11 年

での投資回収が可能であることが示された。 

次に、将来の便益を現在価値に置き換えた場合の投資回収年数に

ついても検討を行った。割引率には、国債等の実質利回りを参考値

として 4%と設定した(表 7)23)。この 4%という値は、一般的に資本

機会費用から設定する。機会費用とは、その他の投資先で最も高い

収益の得られる選択肢として定義される。そのため、一般的に国債

の利子率が使用されている。具体的には、新築の場合、EB のみで

は投資回収が困難となるが、健康維持がもたらす NEB を考慮する

ことで、Case1（中所得世帯、アンケート結果の改善率を採用）で

は 27 年で投資回収ができることが示された。一方、改修の場合は、

社会的割引率の考慮をすると、全てのケースで投資回収が困難であ

ることも示された。 
以上から、新築の場合は NEB を考慮することによって、従来の

EB のみを考慮した際の評価よりも、断熱・気密性能の投資価値は

遥かに高く評価された。改修の場合でも、割引率を考慮しなければ、

約 30 年で投資回収が可能となり得ることが示された。 
 
5. まとめ 

(1) 高断熱・高気密化による健康維持がもたらす NEB を考慮するこ

とは、住宅の断熱・気密性能向上への投資を促す大きなインセンテ

表 5 健康維持による投資回収年数におけるケース設定 
 Case1 Case2 Case3 

所得 中所得世帯 高所得世帯 低所得世帯

想定した改善率 
(⊿pxの倍率) 

中 
（1 倍） 

大 
（2 倍） 

小 
（半分） 

 

投資回収年数 ［年］
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（29年）
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よ
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値

100
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11

図 5 健康維持がもたらす NEB を考慮した高断熱・高気密住宅 
の投資回収年数（新築の場合） 

 
表 6 断熱・気密性能の向上がもたらす便益と投資回収年数 
  投資回収年数 
(単純積算型の場合) 

EB のみ

を考慮 
EB と NEB を考慮 

Case 1 Case 2 Case 3
便益[円/年・世帯] 35,000 62,000 84,000 46,000

投資回収

年数[年] 
新築 29 16 12 22 
改修 58 32 24 44 

 
表 7 断熱・気密性能の向上がもたらす便益と投資回収年数 
  投資回収年数 

(割引率を考慮した場合)
EB のみ

を考慮 
EB と NEB を考慮 

Case 1 Case 2 Case 3
投資回収

年数[年] 
新築 * 27 20 53 
改修 * * 81 * 
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ィブを与えることを明らかにした。 
(2) 住宅の高断熱・高気密化に伴う疾病予防により、医療費の軽減

や休業による所得低下を回避することができ、中所得世帯では年間

約 27,000 [円/(人・年)]の便益が生じることが明らかになった。 
(3) 住宅の断熱・気密性能の向上による健康維持がもたらす NEB を

考慮することで、高断熱・高気密住宅の投資回収年数は約 29 年か

ら約 16 年に短縮される。ここでは、医療費の自己負担分（全体の 3
割）しか考慮していないが、行政の負担分（全体の 7 割）を考慮す

れば、投資回収年はさらに短縮される。住宅高断熱・高気密化によ

り総医療費が低下することは、社会全体への利益になるとともに保

険料、税金の減額を通して個々人に還元される。このような社会に

おける便益を評価することが今後の研究課題となる。 
(4) NEB を算出する際に疾病の有病率は全国平均値を用いたが、年

齢、地域により疾病の改善率、損失が大きく異なると考えられるた

め、今後、年齢、地域などの属性を基に便益の算出を細分化してい

く必要がある。 
(5) 心筋梗塞などの重大な疾病による、生産性の低下や労働人口減

少は評価に含めていないため、過小評価している可能性がある。そ

のため、今後、死亡を予防する効果についても考慮した NEB の算

出について検討していく予定である。 
(6) 風邪などの軽度な疾病による生産性の低下については考慮でき

ていない。生産性の低下に関しては、今後、勤労者に対するアンケ

ート調査を計画しており、住宅の断熱・気密性能の向上による健康

維持がもたらす NEB について、勤労者の休業だけではなく業務の

生産性に与える影響を定量化していく予定である。 
(7) 本研究においては、新築戸建住宅への転居者を対象としてアン

ケート調査を実施したが、今後は新築集合住宅への転居者や既存住

宅の改修を行った人へのアンケート調査も実施し、これらの住宅で

の健康維持効果も踏まえた評価を実施する予定である。 
(8) アンケート調査を通して、健康維持以外にも防音・遮音性の向

上などのNEBが高断熱・高気密住宅には存在することがわかった。

これら健康維持以外の NEB も定量化することで、住宅高断熱・高

気密化への投資のインセンティブがさらに大きくなると期待される。 
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注 

注 1) 有病とはある一時点における疾病にかかっていることを指す。アンケー

トにおいては、転居前後のある時点での疾病の有無を聞いているため、

本研究では有病という表現を使用している。 
注 2) 「住宅に係るエネルギーの使用の合理化に関する建築主の判断と基準」

及び「同設計及び施工の指針」1999’3 改正告示を参照。 
注 3) 断熱水準別の新築戸建住宅の着工状況を鑑みると基本的に大半が無断 

熱、もしくは昭和 55 年基準相当の断熱水準と想定される。 
注 4) 年次有給休暇はないものとして想定。 
 

 
注 5) 統計データにおいては、6 月時点のものしか存在しなかったため、月変

化はないものとして評価。 
注 6) 高齢者に関しては自己負担 1 割であるが、本研究では一律 3 割とした。 
注 7) 2008 年度の一人当たり医療費に世帯人数を乗じて求めた。この医療費

は高断熱・高気密住宅で予防できる疾病以外も含む。 
注 8) 東京に建つ 155m2 の戸建を想定。 
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